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日本国債清算機関の会社概要①日本国債清算機関の会社概要①

設立の目的設立の目的

わが国における国債の決済は、わが国における国債の決済は、1996 1996 年にローリング決済が導入さ年にローリング決済が導入さ

れて以来、市場慣行の側面からは約定から決済までの時間の短縮がれて以来、市場慣行の側面からは約定から決済までの時間の短縮が

図られ、又、図られ、又、2001 2001 年に即時グロス化が実現するなど、決済リスク年に即時グロス化が実現するなど、決済リスク

の削減努力が図られてきた。の削減努力が図られてきた。

一方、国債発行量の増加に伴う国債市場の拡大や取引手法の多様化一方、国債発行量の増加に伴う国債市場の拡大や取引手法の多様化

等を背景として、市場参加者等が取扱う国債の取引量、決済量も増等を背景として、市場参加者等が取扱う国債の取引量、決済量も増

加し、より一層の事務効率性を追求することが求められている。加し、より一層の事務効率性を追求することが求められている。

このような環境下、市場参加者が協力し、日本国債店頭市場の安定このような環境下、市場参加者が協力し、日本国債店頭市場の安定

性、効率性、利便性の一層の向上に寄与することを目的として、高性、効率性、利便性の一層の向上に寄与することを目的として、高

度に機能集約され、円滑で秩序ある決済・清算等業務のためのサー度に機能集約され、円滑で秩序ある決済・清算等業務のためのサー

ビスを提供するものとする。ビスを提供するものとする。
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日本国債清算機関の会社概要②日本国債清算機関の会社概要②

２００２２００２..１１１１ 「日本国債清算機関設立準備委員会」発足「日本国債清算機関設立準備委員会」発足

国債市場参加者１７社により、具体的な検討開始国債市場参加者１７社により、具体的な検討開始

２００３２００３..１０１０ 「株式会社日本国債清算機関」設立「株式会社日本国債清算機関」設立

資本金：３億４４００万円資本金：３億４４００万円

株株 主：１９社主：１９社

２００４２００４..４４ 東京証券取引所内に事務所開設東京証券取引所内に事務所開設

２００４２００４..７７ 増資手続き完了増資手続き完了

資本金：１６億７１３０万円資本金：１６億７１３０万円

資本準備金：１３億２７３０万円資本準備金：１３億２７３０万円

株株 主：３３社主：３３社

２００５２００５..２２ 証券保管振替機構証券保管振替機構 国債照合業務開始国債照合業務開始

２００５２００５..３３ 清算資格取得申請手続きに関する説明会実施清算資格取得申請手続きに関する説明会実施

これまでの経緯これまでの経緯



44

出資者一覧出資者一覧（（20052005年年33月現在）月現在）

ICAPICAP東短証券株式会社、上田八木短資株式会社、エービーエヌ・アムロ・セキュリティーズ・東短証券株式会社、上田八木短資株式会社、エービーエヌ・アムロ・セキュリティーズ・

（ジャパン）・リミテッド、岡三ホールディングス株式会社、カリヨン・キャピタル・マー（ジャパン）・リミテッド、岡三ホールディングス株式会社、カリヨン・キャピタル・マー

ケッツ・アジア・ビー・ヴィ、クレディ・スイス・ファースト・ボストン・セキュリティーケッツ・アジア・ビー・ヴィ、クレディ・スイス・ファースト・ボストン・セキュリティー

ズ・ジャパン・リミテッド、ゴールドマン・サックス・ジャパン・リミテッド、新光証券株式ズ・ジャパン・リミテッド、ゴールドマン・サックス・ジャパン・リミテッド、新光証券株式

会社、ジェー・ピー・モルガン・セキュリティーズ・アジア・プライベート・リミテッド、セ会社、ジェー・ピー・モルガン・セキュリティーズ・アジア・プライベート・リミテッド、セ

ントラル短資株式会社、セントラル短資証券株式会社、ントラル短資株式会社、セントラル短資証券株式会社、ソシエテジェネソシエテジェネラルセキュリティーズラルセキュリティーズ

ノースパシフィックリミテッド、大和証券エスエムビーシー株式会社、ドイツ・セキュリノースパシフィックリミテッド、大和証券エスエムビーシー株式会社、ドイツ・セキュリ

ティーズ・リミテッド、東海東京証券株式会社、株式会社東京三菱銀行、東短ホールディングティーズ・リミテッド、東海東京証券株式会社、株式会社東京三菱銀行、東短ホールディング

ス株式会社、ドレスナー・クラインオート・ワッサースタイン（ジャパン）リミテッド、日興ス株式会社、ドレスナー・クラインオート・ワッサースタイン（ジャパン）リミテッド、日興

シティグループ証券株式会社、日本相互証券株式会社、野村ホールディングス株式会社、バーシティグループ証券株式会社、日本相互証券株式会社、野村ホールディングス株式会社、バー

クレイズ・キャピタル・ジャパン・リミテッド、ビー・エヌ・ピー・パリバ・セキュリティークレイズ・キャピタル・ジャパン・リミテッド、ビー・エヌ・ピー・パリバ・セキュリティー

ズ（ジャパン）リミテッド、ズ（ジャパン）リミテッド、BGCBGCショウケンカイシャリミテッド、株式会社みずほコーポレートショウケンカイシャリミテッド、株式会社みずほコーポレート

銀行、みずほ証券株式会社、株式会社三井住友銀行、三菱証券株式会社、メリルリンチ日本証銀行、みずほ証券株式会社、株式会社三井住友銀行、三菱証券株式会社、メリルリンチ日本証

券株式会社、モルガン・スタンレー・ジャパン・リミテッド、株式会社ユーエフジェイ銀行、券株式会社、モルガン・スタンレー・ジャパン・リミテッド、株式会社ユーエフジェイ銀行、

ユーエフジェイつばさ証券株式会社、ユーエフジェイつばさ証券株式会社、UBSUBSセキュリティーズ・ジャパン・リミテッド、リーマセキュリティーズ・ジャパン・リミテッド、リーマ

ン・ブラザーズ・ジャパン・インコーポレーテッドン・ブラザーズ・ジャパン・インコーポレーテッド（以上３４社）（以上３４社）

日本国債清算機関の会社概要③日本国債清算機関の会社概要③
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参加者形態と基準参加者形態と基準

自社清算参加者自社清算参加者 参加者と取引当事者が同一の場合、もしくは常任代理人を通じて参参加者と取引当事者が同一の場合、もしくは常任代理人を通じて参
加する形態（この場合の常任代理人は決済代行又は事務代行。）加する形態（この場合の常任代理人は決済代行又は事務代行。）

他社清算参加者他社清算参加者 常任代理人が参加者となり、顧客の清算取次ぎを行う形態。有価証常任代理人が参加者となり、顧客の清算取次ぎを行う形態。有価証
券等清算取次ぎを行う事が出来る。券等清算取次ぎを行う事が出来る。

日本国債清算機関の会社概要④日本国債清算機関の会社概要④

●参加者形態●参加者形態

●参加者基準●参加者基準（維持基準は別に規定）（維持基準は別に規定）

①財務状況について、一定の基準を満たすこと。（以下、具体的な財務基準）①財務状況について、一定の基準を満たすこと。（以下、具体的な財務基準）

②清算参加者として適切な経営体制及び業務執行体制を有していること。②清算参加者として適切な経営体制及び業務執行体制を有していること。

証券会社、外資系証証券会社、外資系証
券会社、短資会社、券会社、短資会社、
証券金融会社証券金融会社

純財産額５０億円以上（他社清算参加者の場合２００億円以上）純財産額５０億円以上（他社清算参加者の場合２００億円以上）
資本金３億円以上、自己資本規制比率２００％以上資本金３億円以上、自己資本規制比率２００％以上

銀行、協同組織金融銀行、協同組織金融
機関、保険会社機関、保険会社

純資産額５０億円以上（他社清算参加者の場合２００億円以上）純資産額５０億円以上（他社清算参加者の場合２００億円以上）

資本金３億円以上、自己資本比率：国際統一基準適用先８％以上・国内基資本金３億円以上、自己資本比率：国際統一基準適用先８％以上・国内基
準４％以上、ソルベンシー・マージン比率４００％以上（保険会社のみ）準４％以上、ソルベンシー・マージン比率４００％以上（保険会社のみ）

※※ ただし「仲介業者に対する特例」「親会社保証を受ける参加者に対する特例」といったただし「仲介業者に対する特例」「親会社保証を受ける参加者に対する特例」といった

清算資格の要件の特例あり。清算資格の要件の特例あり。
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日本国債清算機関の組織図日本国債清算機関の組織図

日本国債清算機関の会社概要⑤日本国債清算機関の会社概要⑤

企画グループ

株　主　総　会

業務グループ 審査グループ

取締役会 監査役

取締役社長

運営委員会
（諮問委員会）

特別委員会・専門部会
（テーマ毎に設置）

－企画グループ－企画グループ

主に、証券取引清算機関としての主に、証券取引清算機関としての

業務遂行に関する企画・立案等の業務遂行に関する企画・立案等の

事務をつかさどる。事務をつかさどる。

－業務グループ－業務グループ

主に、決済業務・債務引受業務と主に、決済業務・債務引受業務と

いった事務をつかさどる。いった事務をつかさどる。

－審査グループ－審査グループ

主に、参加者モニタリングに関す主に、参加者モニタリングに関す

るる事務をつかさどる。事務をつかさどる。
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市場規模について市場規模について

２００４年度国債発行総額（当初）２００４年度国債発行総額（当初） 約１６２兆円約１６２兆円

うち市中消化分うち市中消化分 約１１４兆円約１１４兆円

２００４年度末国債残高２００４年度末国債残高 ６３４兆円（含政府短期証券）６３４兆円（含政府短期証券）

２００４年国債取引額２００４年国債取引額

売買取引売買取引 ２２､､８２７兆円（前年比８２７兆円（前年比 13.113.1％％ ））

現先取引現先取引 ３３､､３５１兆円（前年比３５１兆円（前年比 43.343.3％％ ））

計計 ６６､､１７８兆円（前年比１７８兆円（前年比 27.727.7％％ ））

（１７年ぶりに過去の記録を更新）（１７年ぶりに過去の記録を更新）

現担レポ現担レポ ８８､､４９２兆円（前年比４９２兆円（前年比 14.714.7％％ ））

出所：財務省HP、日本証券業協会HP

日本国債の市場規模について日本国債の市場規模について
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日本国債清算機関の機能日本国債清算機関の機能

ＪＧＢＣＣの主な機能ＪＧＢＣＣの主な機能

①債務の引き受け①債務の引き受け
・清算機関が国債取引の相手側に代わり、証券の受渡し及び資金の受払いに・清算機関が国債取引の相手側に代わり、証券の受渡し及び資金の受払いにつつ

き、債務を引き受けること。参加者にとって、決済の相手方が清算機関に一き、債務を引き受けること。参加者にとって、決済の相手方が清算機関に一

元化されることにより、決済の効率化に繋がる。元化されることにより、決済の効率化に繋がる。

②ネッティング②ネッティング
・清算機関と各参加者で、売付数量と買付数量、支払金額と受取金額の差額を・清算機関と各参加者で、売付数量と買付数量、支払金額と受取金額の差額を

計算し、その差額について決済を行う。これにより事務コスト、各種リスク計算し、その差額について決済を行う。これにより事務コスト、各種リスク

を軽減する。を軽減する。

③決済の履行保証③決済の履行保証
・清算参加者の破綻が生じた場合においても、清算機関が他の参加者との決済を・清算参加者の破綻が生じた場合においても、清算機関が他の参加者との決済を

履行すること。これにより、市場の安定性・信頼性を維持。履行すること。これにより、市場の安定性・信頼性を維持。
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ＪＧＢＣＣのスキーム概要ＪＧＢＣＣのスキーム概要

証券保管振替機構

JGBCC

ネッティング
参加者A
（買い手）

ネッティング
参加者B
（売り手）約定照合

取引報告データ取引報告データ

結果通知データ結果通知データ

債務引受の認定

認定結果通知

清算業務
（債務引受、ネッティング等）

ﾈｯﾃｨﾝｸﾞ明細／決済明細

認定結果通知

ﾈｯﾃｨﾝｸﾞ明細／決済明細

WEBによる検索

日本銀行

国債及び資金決済
国債及び資金決済国債及び資金決済

JGBCC
WEB
端末

JGBCC
WEB
端末

照合済取引 報告データ

JGBCC対象取引

WEBによる検索
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今後のスケジュールについて今後のスケジュールについて

有価証券債務引受業免許申請手続き（～３月）有価証券債務引受業免許申請手続き（～３月）

日本銀行当座預金開設申請手続き（～４月）日本銀行当座預金開設申請手続き（～４月）

日本証券クリアリング機構（日本証券クリアリング機構（JSCCJSCC）との参加者モニタリング）との参加者モニタリング

に関する委託契約に関する委託契約

参加者との各種契約参加者との各種契約

運用規則の策定運用規則の策定

社内体制の整備社内体制の整備

総合運転試験（１～４月計５回実施）総合運転試験（１～４月計５回実施） 等等

２００５年５月２００５年５月 稼動予定稼動予定

現在～開業までの課題・スケジュール現在～開業までの課題・スケジュール
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